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○令和４年度末現在　122事業（前年度比▲5）

・と畜場及び観光施設で２事業が廃止し、駐車場整備で３事業が廃止。

○1,480億25百万円（前年度比 ＋2.8％、＋39億70百万円）

・下水道事業、水道事業及び病院事業で全体の９割以上を占める。

○単年度の総収支額　40億29百万円（前年度比　▲36.9％、▲23億52百万円）

○単年度の赤字事業数　29事業、全体の23.8％（前年度比 ＋1事業）

・病院事業において、新型コロナウイルス感染症関連補助金が減少。

・単年度の赤字事業数が全体の事業数に占める割合は、前年度比で1.8％の増加。

○累積赤字額　158億44百万円（前年度比　▲4.8％、▲7億93百万円）

○累積赤字を有する事業数　17事業、全体の13.9％（前年度比　▲1）

・累積赤字合計額の７割を占めている病院事業で累積赤字が減少。

・累積赤字を有する事業数が全体の事業数に占める割合は、前年度比で0.2％の減少。

○資金不足額を生じた会計　なし（前年度もなし）

○資金不足比率が経営健全化基準(20％)以上の会計　なし（前年度もなし）
・資金不足を生じた会計は２年連続でなし。

○634億42百万円（前年度比 ▲1.0％、▲6億24百万円）

・水道事業、病院事業及び下水道事業が全体の約95％を占める。

・総収益に占める料金収入の割合は約６割で、前年度と同水準。

○293億82百万円（前年度比 ＋1.4％、＋4億5百万円）

・総収益に占める割合は約２割で、前年度と同水準。

○新規発行額 　 248億12百万円（前年度比 ＋6.8％、 ＋15億86百万円）

○償　還　額  　329億26百万円（前年度比 ＋1.5％、  ＋4億87百万円）

○企業債残高　3,982億37百万円（前年度比 ▲2.0％、 ▲81億13百万円）

・新規発行額は、水道事業で増加し、病院事業及び下水道事業で減少。

・企業債残高は、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順。

○433億68百万円（前年度比 ＋8.7％、＋34億81百万円）

・下水道事業、水道事業及び病院事業が全体の約92％を占める。

・病院事業で減少、水道事業及び下水道事業で増加。

資金不足
比 率

料金収入

他 会 計
繰 入 金

企 業 債

建設投資

経営状況

取 扱 注 意

解禁日

令和４年度地方公営企業会計決算（見込み）の概況
令 和 ５ 年 (2023 年 ) ９ 月 29 日
山 口 県 総 合 企 画 部 市 町 課

令和４年度決算の特徴

　全122事業の単年度収支の合計は14年連続の黒字。

　累積赤字合計額及び累積赤字を有する事業数は減少したものの、29事業は単年度収支が
赤字であることから、引き続き経営改善が求められる。

　資金不足額を生じた会計は、２年連続で該当なし。

事 業 数

決算規模
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合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用 割合

水道（簡水含む） 24 20 4 24 20 4 19 100.0%

工 業 用 水 道 5 5 5 5 5 26.3%

交 通 5 1 4 5 1 4 5 26.3%

電 気 1 1 1 1 1 5.3%

病 院 8 8 8 8 8 42.1%

下 水 道 54 40 14 54 40 14 19 100.0%

港 湾 整 備 1 1 1 1 1 5.3%

市 場 5 5 5 5 5 26.3%

と 畜 場 2 2 3 3 ▲ 1 ▲ 1 2 10.5%

観 光 施 設 8 1 7 9 1 8 ▲ 1 ▲ 1 6 31.6%

宅 地 造 成 3 3 3 3 3 15.8%

駐 車 場 整 備 3 3 6 6 ▲ 3 ▲ 3 3 15.8%

介 護 サ ー ビ ス 3 2 1 3 2 1 2 10.5%

計 122 77 45 127 77 50 ▲ 5 ▲ 5 19

　3  「実施団体数」欄の「割合」は、県内19市町のうち当該事業を実施している市町数の割合（令和４年度）

１ 事業数及び実施状況

　○令和４年度末現在　122事業（前年度比▲5）【内訳】法適用77 法非適用45

事業区分
Ｒ４決算 Ｒ３決算 増　　減 実施団体数

地方公営企業の事業数の状況（Ｒ４決算）

　　活排水、個別排水処理、小規模下水道を含む。

　2  各事業には、企業団、一部事務組合方式で実施しているものを含む。

　・と畜場及び観光施設で２事業が廃止し、駐車場整備で３事業が廃止。

※1  下水道は、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、林業集落排水、特定地域生

下水道

54事業

44.3%

水道（簡水含む）

24事業

19.7%

観光施設

8事業

6.6%

駐車場

3事業

2.5%

病院

8事業

6.6%

その他

25事業

20.5%
H25 141事業

122事業

R４ 122事業
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水道（簡水含む）

工 業 用 水 道

交 通

電 気

病 院

下 水 道

港 湾 整 備

市 場

と 畜 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

駐 車 場 整 備

介 護 サ ー ビ ス

計

863

148,025

2,007

1,361

189

1,068

5,160

40

42,625

1,076

1,283

31,109

1,348

61,049

196

▲ 90.3

47

3,970

923

1,434

31,212

59,271

1,784

1,288

195

183

3,975

412

816

144,055

（百万円、％）

２ 決算規模

　○ 1,480億25百万円（前年度比 ＋2.8％、39億70百万円の増）

増減率

   　・水道事業及び下水道事業において、建設投資の増加等に伴い増加。

   　・下水道事業、水道事業及び病院事業で全体の約91％を占めている。

増  減Ｒ４決算

地方公営企業の決算規模の状況（Ｒ４決算）

5.7

223

73

Ｒ３決算

41,216 3.4

16.6

▲ 10.5

▲ 0.3

2.8

12.5

0.5

1,409

153

  3  端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

　2  法非適用企業の決算規模は、「総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金」で算出。

※1  法適用企業の決算規模は、「総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出」で算出。

事業区分

3.0

3.3

▲ 20.8

29.8

▲ 151

▲ 103

1,778

1

5.8

6

▲ 280

1,185

▲ 372

下水道

610億円

41.2%

水道（簡水含む）

426億円

28.8%

病院

311億円

21.0%

その他

132億円

8.9%

1,480億円

H25 1,531億円

R4 1,480億円
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(1) 全体の経営状況（単年度）                                                                                     　　　（百万円）

合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用

2,199 2,221 ▲22 3,165 3,163 2 ▲966 ▲942 ▲24

121 121 150 150 ▲29 ▲29

51 48 3 44 45 ▲1 7 3 4

▲14 ▲14 30 30 ▲44 ▲44

125 125 989 989 ▲864 ▲864

1,479 1,532 ▲53 1,777 1,845 ▲68 ▲298 ▲313 15

45 45 111 111 ▲66 ▲66

▲1 ▲1 ▲22 ▲22 21 21

1 1 ▲1 ▲1

82 51 31 ▲65 ▲127 62 147 178 ▲31

▲74 ▲74 233 233 ▲307 ▲307

18 18 20 20 ▲2 ▲2

▲3 ▲4 ▲54 ▲55 1 50 51 ▲1

122 77 45 127 77 50 ▲5 ▲5

4,029 4,094 ▲65 6,381 6,011 369 ▲2,352 ▲1,917 ▲434

事業数 93 66 27 99 66 33 ▲6 ▲6

構成比 76.2% 85.7% 60.0% 78.0% 85.7% 66.0% ▲ 1.8% ▲ 6.0%

黒字額 4,846 4,641 206 6,847 6,371 475 ▲2,001 ▲1,730 ▲269

事業数 29 11 18 28 11 17 1 1

構成比 23.8% 14.3% 40.0% 22.0% 14.3% 34.0% 1.8% 6.0%

赤字額 ▲817 ▲546 ▲270 ▲466 ▲360 ▲106 ▲351 ▲186 ▲164

　 的収支）

３ 経営状況

　○ 単年度の収支総額　40億29百万円（前年度比　▲36.9％、23億52百万円の減）

　　・病院事業において、新型コロナウイルス感染症関連補助金が減少。

　　・水道事業及び下水道事業において、電気料金高騰等に伴う営業費用の増。

Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　　減

と 畜 場

市 場

港 湾 整 備

※1　黒字額・赤字額は、法適用企業については経常損益、法非適用企業については単年度収支(収益的収支＋資本

  2　端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

観 光 施 設

赤
字

黒
字

介 護 サ ー ビ ス

駐 車 場 整 備

宅 地 造 成

　　・宅地造成事業等においても、累積赤字の縮小が続いている。

　○ 単年度の赤字事業数　29事業、全体の23.8％（前年度比 ＋1事業）

　　・下水道事業及び観光施設事業等で減少した一方、簡易水道事業及び病院事業等で増加。

総事業数

収支合計

事業区分

　○ 累積赤字額　158億44百万円（前年度比　▲4.8％、7億93百万円の減）

　　・累積赤字合計額の７割を占めている病院事業で累積赤字が減少。

　○ 累積赤字を有する事業数　17事業、全体の13.9％（前年度比　▲1）

　　・病院事業は全設置市町が累積赤字を抱えている。

下 水 道

病 院

電 気

交 通

工 業 用 水 道

水道（簡水含む）
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(2) 累積赤字等の状況                                                                 　　 　（百万円）

合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用

117 117 644 644 ▲ 527 ▲ 527

11,929 11,929 12,062 12,062 ▲ 133 ▲ 133

463 463 417 417 46 46

222 222 267 267 ▲ 45 ▲ 45

282 193 89 343 245 99 ▲ 62 ▲ 52 ▲ 10

2,395 2,395 2,469 2,469 ▲ 74 ▲ 74

435 435 434 434 1 1

17 14 3 18 15 3 ▲ 1 ▲ 1

13.9% 18.2% 6.7% 14.2% 19.5% 6.0% ▲ 0.2% ▲ 1.3% 0.7%

15,844 13,138 2,706 16,637 13,802 2,835 ▲ 793 ▲ 664 ▲ 129

※1  累積赤字は、法適用企業については累積欠損金、法非適用企業については実質収支の赤字額による。

【単年度収支】 　（億円）

【累積赤字】 　（億円）

過去10年間の単年度収支、累積赤字の推移

下 水 道

事業区分
Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　　減

水道（簡水含む）

交 通

病 院

介 護 サ ー ビ ス

累積赤字事業数

累積赤字合計額

港 湾 整 備

  2　端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

構 成 比

観 光 施 設

宅 地 造 成

27

78
86

51
57

39
43 49

64

40
32

42 43 44
41 34 32 32

32
22

1

27
33

23 25 18
16

21 18 15

▲13
▲2 ▲4

▲10 ▲13 ▲16 ▲15
▲5

10

1

▲ 20

0

20

40

60

80

100

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

全体 水道 下水道 病院

142

71 87 83 94 110 132 137 121 119

86

19
17 14 8

3
3

4
4 5

69

42 38 39 38 41
42 41

42 35

297

132 142 136 139 154
177 182 166 158

0

100

200

300

400

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

病院 下水道 その他
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,

資金不足額を生じた特別会計

Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　　減

0 0 0

(0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 0 0

0 0 0

89 91 ▲ 2

0.0% 0.0% 0

※　算定対象会計数は、一般会計で経理している事業や地方財政法施行令に掲げる事業以外の事業（駐車場、介護

　サービス等）を除いたもので、会計単位。

うち資金不足比率が20％以上

0 0 0

0 0 0

0.0% 0.0% 0構 成 割 合

資金不足額の合計

会 計 数

資金不足額の合計

資金不足額を生じた会計数

算 定 対 象 会 計 数

構 成 割 合

  　　　《算定方法》      資金不足比率（％）　＝　資金不足額  ÷  事業規模（営業収益） × １００

    　　資金不足額　＝　不良債務（法適用）又は実質収支赤字額（法非適用）－ 解消可能資金不足額

　　※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に資金不足額が生ずる事情が
　　　　　　　　　　　　　ある場合に、計画赤字として資金不足額から控除する額（企業債償還費と
　　　　　　　　　　　　　減価償却費の差額等）

  ●経営状態の悪化の度合いを示す指標で、累積した資金収支の不足額から将来的に解消可能な額を
　　差し引き、事業規模で除したもの（経営健全化基準：20％以上）

【参　　考】 資金不足比率の算定方法

４ 資金不足比率

　○ 資金不足額を生じた会計 なし（前年度もなし）

　○ 資金不足比率が経営健全化基準（20％）以上の会計 なし（前年度もなし）

・資金不足を生じた会計は２年連続でなし。

団体名 特別会計名 備　　　　考

――

（上段：資金不足額（千円）、下段：資金不足比率）
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　（百万円）

合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用 合　計 法適用 非適用

24,714 24,591 123 25,581 25,456 125 ▲ 867 ▲ 865 ▲ 2

(77.2%) (77.4%) (47.4%) (77.2%) (77.4%) (51.4%) (▲ 4.0%)

786 786 781 781 5 5

(83.8%) (83.8%) (79.5%) (79.5%) (4.3%) (4.3%)

451 413 38 453 418 36 ▲ 2 ▲ 5 2

(34.6%) (43.8%) (10.5%) (37.6%) (46.8%) (11.4%) (▲ 3.0%) (▲ 3.0%) (▲ 0.9%)

182 182 195 195 ▲ 13 ▲ 13

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (▲ 0.0%) (▲ 0.0%)

18,959 18,959 18,477 18,477 482 482

(64.5%) (64.5%) (61.6%) (61.6%) (2.9%) (2.9%)

16,276 15,743 533 16,483 15,916 567 ▲ 207 ▲ 173 ▲ 34

(37.1%) (37.3%) (31.6%) (37.6%) (37.7%) (34.3%) (▲ 0.5%) (▲ 0.4%) (▲ 2.7%)

345 345 350 350 ▲ 5 ▲ 5

(77.7%) (77.7%) (64.9%) (64.9%) (12.8%) (12.8%)

544 544 511 511 33 33

(50.9%) (50.9%) (55.2%) (55.2%) (▲ 4.3%) (▲ 4.3%)

28 28 24 24 4 4

(28.9%) (28.9%) (25.2%) (25.2%) (3.7%) (3.7%)

555 410 145 375 262 113 180 148 32

(64.4%) (78.0%) (43.1%) (53.1%) (81.0%) (29.5%) (11.3%) (▲ 3.0%) (13.6%)

2 2 192 192 ▲ 190 ▲ 190

(2.2%) (2.2%) (62.1%) (62.1%) (▲ 59.9%) (▲ 59.9%)

17 17 29 29 ▲ 12 ▲ 12

(31.2%) (31.2%) (44.7%) (44.7%) (▲ 13.5%) (▲ 13.5%)

583 583 615 615 ▲ 32 ▲ 32

(76.9%) (77.0%) (91.7%) (91.8%) (▲ 14.8%) (▲ 14.8%)

63,442 61,485 1,957 64,066 61,924 2,142 ▲ 624 ▲ 439 ▲ 185

(57.1%) (57.7%) (42.7%) (56.9%) (57.4%) (45.3%) (0.2%) (0.3%) (▲ 2.6%)

  2  端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

※1  各下段の数値は、総収益に占める料金収入の割合（％）

Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　　減

５ 料金収入

　○ 634億42百万円（前年度比 ▲1.0％、6億24百万円の減）

　　・水道事業、病院事業及び下水道事業が全体の約95％を占める。

　　・前年に比べ新型コロナウイルス感染症の影響が減少したことにより、病院事業、観光事業での料金

　　・総収益に占める料金収入の割合は約６割で、前年度と同水準。

　 収入が増加している。

交 通

工 業 用 水 道

水道（簡水含む）

計

事業区分

駐 車 場 整 備

宅 地 造 成

観 光 施 設

と 畜 場

市 場

港 湾 整 備

下 水 道

病 院

電 気

介 護 サ ー ビ ス
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　（百万円）

合　計
収益的

収入への
繰入金

資本的
収入への
繰入金

合　計
収益的

収入への
繰入金

資本的
収入への
繰入金

合　計
収益的

収入への
繰入金

資本的
収入への
繰入金

3,415 2,072 1,343 3,301 2,039 1,262 114 33 81
(8.0%) (6.5%) (12.8%) (7.8%) (6.2%) (13.5%) (0.2%) (0.3%) (▲ 0.7%)

2 2 0 2 2 0 0 0 0
(0.2%) (0.2%) (0.0%) (0.2%) (0.2%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

297 296 1 338 274 64 ▲ 41 22 ▲ 63
(21.4%) (22.7%) (1.6%) (24.4%) (22.7%) (35.6%) (▲ 3.0%) (0.0%) (▲ 34.0%)

5,524 4,400 1,124 5,327 4,307 1,020 197 93 104
(17.5%) (15.0%) (52.2%) (16.1%) (14.4%) (33.7%) (1.4%) (0.6%) (18.5%)
18,616 15,204 3,412 18,422 15,047 3,375 194 157 37

(26.8%) (34.7%) (13.3%) (26.7%) (34.3%) (13.4%) (0.1%) (0.4%) (▲ 0.1%)

471 224 247 409 196 213 62 28 34
(34.6%) (21.0%) (84.5%) (32.4%) (21.2%) (62.7%) (2.2%) (▲ 0.2%) (21.8%)

161 68 93 153 64 89 8 4 4
(85.3%) (70.9%) (100.0%) (83.2%) (67.6%) (100.0%) (2.1%) (3.3%) (0.0%)

212 120 92 578 220 358 ▲ 366 ▲ 100 ▲ 266
(19.7%) (13.9%) (42.9%) (52.7%) (31.1%) (91.6%) (▲ 33.0%) (▲ 17.2%) (▲ 48.7%)

447 0 447 314 30 284 133 ▲ 30 163
(17.1%) (0.0%) (17.7%) (19.0%) (9.7%) (21.1%) (▲ 1.9%) (▲ 9.7%) (▲ 3.4%)

0 0 0 1 1 0 ▲ 1 ▲ 1 0
(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.2%) (1.3%) (0.0%) (▲ 0.2%) (▲ 1.3%) (0.0%)

238 124 114 131 25 106 107 99 8
(27.3%) (16.4%) (98.4%) (16.3%) (3.8%) (80.1%) (11.0%) (12.6%) (18.3%)
29,382 22,509 6,873 28,977 22,206 6,771 405 303 102

(19.1%) (20.3%) (16.0%) (18.8%) (19.7%) (16.3%) (0.3%) (0.6%) (▲ 0.3%)

　 企業債等)

６ 他会計繰入金

　○ 293億82百万円（前年度比 ＋1.4％、4億5百万円の増）

　　・総収益に占める割合は約２割で、前年度と同水準。

事業区分

Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　　減

　　・事業別では下水道事業が全体の約６割を占めている。

駐 車 場 整 備

水道（簡水含む）

工 業 用 水 道

交 通

病 院

下 水 道

市 場

と 畜 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

  2  収益的収入：企業の経営活動に伴う収入(料金収入等)、資本的収入：建設改良等に係る収入(国庫補助金、

介 護 サ ー ビ ス

計

※1  各下段の数値は、収益的収入、資本的収入に占める他会計繰入金の割合（％）

  3  端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

過去10年間の他会計繰入金の推移

328 325 313 304 306 312
284 284 290 294

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（億円） 収益的収入への繰入金 資本的収入への繰入金
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　（百万円）

Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　減 Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　減 Ｒ4決算 Ｒ3決算 増　減

8,031 7,239 793 8,833 8,744 88 102,883 103,685 ▲801

995 1,512 ▲517 2,441 2,447 ▲6 24,666 26,112 ▲1,446

12,515 12,581 ▲66 19,490 19,387 103 250,077 257,052 ▲6,974

3,271 1,893 1,377 2,162 1,861 302 20,610 19,501 1,108

24,812 23,225 1,586 32,926 32,439 487 398,237 406,350 ▲8,113

過去10年間の企業債発行額、償還額及び企業債残高の推移

　○ 企業債残高　3,982億37百万円（前年度比 ▲2.0％、 81億13百万円の減）

　　・新規発行額は、水道事業で増加し、病院事業及び下水道事業で減少。

　　・企業債残高は、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順。

７ 企業債

　○ 新規発行額　　248億12百万円（前年度比 ＋6.8％、 15億86百万円の増）

　○ 償　還　額　　329億26百万円（前年度比 ＋1.5％、  4億87百万円の増）

計

※　端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

水道（簡水含む）

病 院

下 水 道

企業債残高償  還  額発  行  額
事業区分

そ の 他

下水道

水道

病院

その他

4,779
4,678

4,566 4,478 4,390 4,338 4,243 4,156 4,064 3,982

発行額

償還額

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

（発行額・償還額）

億円

（残高）

億円
発行額 償還額
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水道（簡水含む）

病 院

下 水 道

そ の 他

計

※　端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

その他
合計

（百万円、％）

８ 建設投資

　○ 433億68百万円（前年度比 ＋8.7％、34億81百万円の増）

   　・下水道事業、水道事業及び病院事業で全体の約92％を占める。

      ・病院事業は減少。

   　・水道事業及び下水道事業は、前年度からの繰越事業費の増等に伴い増加。

▲ 783 ▲ 38.1

事業区分 Ｒ4決算 Ｒ3決算 増  減 増減率

14,819 13,226 1,593 12.0

1,274 2,057

過去10年間の建設投資額の推移

43,368 39,887 3,481 8.7

3,472 2,220 1,252 56.4

23,803 22,384 1,419 6.3

下水道

水道

病院
その他

375
394 385

429
404

456

406 408 399

434
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億円
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【参 考】地方公営企業について 
 
  
■地方公営企業とは 

  
   地方公共団体が、住民サービスの提供を目的として設置し、経営する企業であり、原則と 

 して料金収入など経営に伴う収入をもって運営される。  
   
 
  
■法適用企業と法非適用企業 

 
 
 法 適 用 企 業 法 非 適 用 企 業 

定 

 

義 

 
 地方公営企業法が適用される企業 

 ▽法定事業（８事業） 

  上水道、工業用水、軌道、交通(バス)、鉄道

、 電気、ガス、病院（財務規定のみ） 
 ▽任意適用事業（条例で規定） 

   上記以外の地方公営企業  

 
 地方公営企業法が適用されない企業 

 簡易水道、下水道、観光、駐車場、介護サービ 

 スなど法定又は任意適用事業以外の事業 

 
 

 

経 

 

理 

 
 企業会計方式（複式簿記） 

 ▽全ての収益、費用を発生主義によって経理 

 ▽資産、資本及び負債の整理によって財政状況 

   を明示（貸借対照表） 

 ▽減価償却費などの非現金支出の計上が可能 
   ※経常損失や累積欠損金には減価償却費の計 

    上によるものも含まれるため、実際の資金 

    不足の状況とは異なる。  

 
 官庁会計方式（単式簿記） 

 ▽単年度の現金収支によって経理 

 ▽資産、資本及び負債の整理、減価償却費等の 

   非現金支出の概念なし（予算中心主義） 

 
 

 

組 

織 

 
 原則として管理者を設置 

 予算や組織に関する一定の経営権限を付与  

 
 管理者の概念なし 

 
 

 

《用語説明》  

単年度の総収支額 

  
▽法適用企業       

 

 ▽法非適用企業 

  

 

各企業の経常損益（料金収入などの経常的な収益から、運営 

費等の経常的支出を差し引いたもの）の合計額 

各企業の単年度収支（経営活動に係る「収益的収支」と建設  

改良に係る「資本的収支」の計）の合計額  

累 積 赤 字 額         

 
 ▽法適用企業       
 ▽法非適用企業 
 

累積欠損金（各事業年度の欠損（赤字）の累積額） 
実質収支額（上記単年度収支に累積の赤字額を加え、繰越財  

源等を差引したもの）  

不 良 債 務         
 
 流動負債の額が流動資産の額を超える額（実質的な資金不足額）  

資 金 不 足 比 率         

 
 実質的な資金不足額（法適用企業では不良債務、法非適用企業では実質収支の 

 赤字額）から将来的に解消可能な額を差し引き、営業収益で除したもの。  


